
情報の公表を行わない旨の申告について
「令和８年度『介護サービス情報の公表』計画」（以下「実施計画」という。）の公表対象事業所として位置付けられた事業所又は施設で、以下の点から公表対象事業所ではなく、かつ、任意でも公表を希望しないという事業所又は施設は、別紙様式「申告書」にて、令和８年９月４日（金）までに県担当者へメールで提出してください（様式は県ホームページよりダウンロード可能）。
もしくは、電子申請システムにより申告してください（アクセス方法は裏面を参照してください）。
１　介護サービスの対価として支払を受けた金額が100万円以下の場合
○　公表対象事業所となるのは、実施計画の第１-４-(4)アのとおり、計画の基準日前１年間の介護サービスの対価として支払を受けた金額（利用者負担分を含む）が100万円を超える事業所又は施設です。
○　公表対象事業所一覧に掲載している事業所又は施設は、新潟県国民健康保険団体連合会（以下「国保連」という。）の支払金額（特定福祉用具販売及び特定介護予防福祉用具販売は除く）を基に上記のサービスの対価として支払を受けた金額が100万円を超える事業所又は施設ですが、国保連の支払金額は次に掲げるサービスの対価が含まれています。
したがって、介護サービスの対価が100万円以下であり、本来、公表対象事業所でないにもかかわらず、公表対象事業所一覧に掲載されている場合は申告してください。
ア　居宅支援サービス費（平成17年度までの費用）
イ　居宅支援サービス計画費（平成17年度までの費用）
ウ　有料老人ホーム又は軽費老人ホームの指定特定施設入居者生活介護の指定と併せて、養護老人ホームの指定特定施設入居者生活介護の指定を受ける事業所の、養護老人ホームの指定特定施設入居者生活介護に係る居宅介護サービス費
エ　有料老人ホーム又は軽費老人ホームの指定特定施設入居者生活介護の指定と併せて、養護老人ホームの指定地域密着型特定施設入居者生活介護の指定を受ける事業所の、養護老人ホームの指定地域密着型特定施設入居者生活介護に係る居宅介護サービス費
オ　有料老人ホーム又は軽費老人ホームの指定特定施設入居者生活介護の指定と併せて、養護老人ホームの指定介護予防特定施設入居者生活介護の指定を受ける事業所の、養護老人ホームの指定介護予防特定施設入居者生活介護に係る居宅介護サービス費
２　県が定めた計画の期間において、介護サービスの提供を休止している又は休止する予定である場合

現在介護サービスの提供を休止している、又は令和９年３月31日までの間に休止する予定である場合は、申告してください。
３　県が定めた計画の期間において、対象事業所を廃止している又は廃止する予定である場合

現在対象事業所を廃止している場合は、申告してください。また、対象事業所を廃止する予定であり、現在県に廃止届を提出済みである、又は令和９年３月31日までの間に廃止届を提出する予定である場合も、申告してください。
４　知事に対し報告を行うことができない場合

　　　災害その他の理由により知事に対し介護サービス情報の報告を行うことができない場合は、報告を行うことができない理由を記載し、その理由を確認することができる書類を添付してください。
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新潟県電子申請システムへのアクセス方法
（１）　検索エンジン等で「新潟県　電子申請システム」と検索する。
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２）　検索結果に表示される、新潟県ホームページ「新潟県電子申請・届出の窓口」にアクセスし、赤枠で囲まれたバナーをクリックする。
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３）　遷移先のページの「オンライン申請手続き」のボタンをクリックする。
（４）　「キーワードで探す」欄に「介護サービス情報の公表」と入力し、検索する。
(５)「情報の公表を行わない旨の申告書」をクリックし、案内に沿ってフォームを入力する（利用者登録はしなくても申込可能です）。
　


（様式）
令和　　年　　月　　日

新　 潟    県   知   事  　様　　　　　　　
設置者氏名　　　　　　　　　　　　　
(法人の場合は名称及び代表者の職・氏名) 

事業所名

事業所番号
介護サービスの種類
記入担当者氏名：
電話番号：

申　　　告　　　書

介護保険法第115条の35第1項に規定する情報の公表の対象事業所に、次の理由により該当せず、また任意で情報の公表を行う意思もないため必要書類を添えて申告します。

〔理由〕

□　県が定めた「令和８年度『介護サービス情報の公表』計画」の基準日前の1年間において提供を行った介護サービスに係る居宅介護サービス費，居宅介護サービス計画費又は施設介護サービス費等の支給の対象となるサービスの対価が介護保険法施行規則第140条の44第1項に掲げる基準に該当するため。
（サービスの対価が100万円以下）

※添付書類：別紙　明細書　

※注意：対価として支払を受けた金額には，利用者負担を含む。

□　県が定めた計画の期間において介護サービスの提供を休止している又は休止する予定であるため

※休止期間：令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで休止
※添付書類：休止届の写しまたは申請届出番号(※2)を記載【　　　　　　　　　　　】
※２休止届を県電子申請届出システムで行った場合

□　県が定めた計画の期間において対象事業所を廃止した又は廃止する予定であるため

※廃止年月日：令和　　年　　月　　日
※添付書類：廃止届の写しまたは申請届出番号(※2)を記載【　　　　　　　　　　　】

※２廃止届を県電子申請届出システムで行った場合

□　その他

※災害その他知事に対し報告を行うことができない理由を記載

※添付書類：理由が分かる書類

上記締切日以降、令和９年３月31日までの間に休廃止する予定になった場合は、至急県担当者へ相談してください。
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